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Shizuoka Prefecture全国の総人口、生産年齢人口の見通し

1
出典：デジタル行財政改革会議　「デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」

〇日本は、2008年をピークに総人口の減少に直面。2050年には約10,469万人となり、ピーク時から約2,340万人減少する見込み。
○15歳から64歳までの人口である生産年齢人口は、2022年の7,421万人から2050年には5,540万人と1,881万人の減少（25%減少）。
〇長期的には人口減少に歯止めをかける取組が必要となる中、中期的に2050年等を見据えた場合、人口減少を所与とした対策が必要。



Shizuoka Prefecture県の人口、生産年齢人口の見通し
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出典：「日本の地域別将来人口推計（令和５年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）を基に日本総研作成

〇県内総人口は、2035年には325万人程度、2050年には約283万人（現在の約78％の水準）となることが見込まれる。

○0～14歳、15～64歳（生産年齢人口）は減少し、65歳以上人口は、2040年までは緩やかに増加し、その後減少となるものの
　現在より多い水準となる。
○この結果、県内人口に占める65歳以上人口の割合は、2035年には約35％、2050年には約40％を占めることが見込まれる。



Shizuoka Prefecture人口動態（圏域ごとの転入超過数の推移等）
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○都市圏別の転入・提出超過数をみると、東京圏への転入超過は継続。地方圏は転出超過で推移。
○わが国の総人口が減少していく中で、総人口・生産年齢人口に占める東京都シェアは増加していく見込み。

出典：総務省　「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会（第4回）資料」



Shizuoka Prefecture少子高齢化（都市部・地方部の課題の二極化）

4
出典：デジタル行財政改革会議　「デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」

○都市部では、生産年齢人口の減少が限定的な一方、高齢者人口の増加が著しい。高齢者に対応した公共サービスの構築が急務。

○地方部では、生産年齢人口・高齢者人口ともに加速度的に減少。コミュニティの存続に懸念。



Shizuoka Prefecture県の人口

5
出典：総務省　人口推計（2024年10月1日現在）

順位 都道府県
人口

（千人）

1 東京都 14,178

2 神奈川県 9,225

3 大阪府 8,757

4 愛知県 7,460

5 埼玉県 7,332

6 千葉県 6,251

7 兵庫県 5.337

8 福岡県 5.092

9 北海道 5.043

10 静岡県 3,527

11 茨城県 2,806

12 広島県 2,714

13 京都府 2,520

14 宮城県 2,248

15 新潟県 2,099

16 長野県 1,987

17 岐阜県 1,916

18 群馬県 1,890

19 栃木県 1,885

20 岡山県　 1,831

順位 都道府県
人口密度

（人/km2）

1 東京都 6,402.9 

2 大阪府 4,599.2 

3 神奈川県 3,819.4 

4 埼玉県 1,930.4 

5 愛知県 1,445.4 

6 千葉県 1,213.4 

7 福岡県 1,023.1 

8 沖縄県 643.3 

9 兵庫県 639.2 

10 京都府 549.6 

11 香川県 493.4 

12 茨城県 463.3 

13 静岡県 457.1 

14 奈良県 351.1 

15 滋賀県 350.2 

16 佐賀県 325.7 

17 広島県 322.9 

18 宮城県 310.9 

19 長崎県 306.7 

20 三重県 299.1 
全国 333.4

○本県の人口規模は、全国10位。

○人口規模及び人口密度が類似するのは、茨城、広島、京都、兵庫。

出典：総務省　統計でみる都道府県のすがた2025



Shizuoka Prefecture県の人口増減率
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○類似府県と同様、近年、人口増減率は全国平均を下回って推移。



Shizuoka Prefecture県の転出入の状況
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出典：総務省　社会・人口統計体系

○類似府県と同様、転出超過の状況が継続している。
　（※茨城県は、コロナ禍以降、テレワークの普及、都心からのアクセスの良さ、住宅価格が安い等のメリットから、つくばエクスプレス沿線地域に
　　首都圏の子育て世帯が多く転入していると分析されている。）



Shizuoka Prefecture県の年齢階級別転出入の状況
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出典：総務省　住民基本台帳人口移動報告

○高校卒業年代以降、特に20代は、男女ともに県外への進学や就職等で転出者が転入者を大きく上回り、
　転出超過となっている。また、マイナスは女性の方が大きい。

人 人



Shizuoka Prefecture県の合計特殊出生率
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出典：厚生労働省　人口動態調査

○本県の合計特殊出生率は、全国平均、類似府県と概ね同様に推移。
○2006年以降増加傾向にあったが、2017年から減少に転じ、2023年は過去最低の1.25となっている。

1.25
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県の出生数

10出典：厚生労働省　人口動態調査

○本県の出生数は、全国平均、類似府県と概ね同様に推移。
○第１次ベビーブームには８万人超、第２次には６万人弱の出生数だったが、2023年は２万人を下回っている。

第１次
ベビーブーム

第２次
ベビーブーム

18,969

58,276

81,560



Shizuoka Prefecture県の市町別人口

11出典：総務省　「住民基本台帳人口要覧」（2024年1月1日現在）

○人口は、県全体で3,606,469人、市町別では静岡市 677,736人、浜松市 788,985人となっている（2024.1.1現在）。

下段：人口（人）



Shizuoka Prefecture県内市町別人口増減率（2019→2024）

12出典：総務省　「住民基本台帳人口要覧」（2024年1月1日現在）

○2019年～2024年の人口増減率は、県全体で△3.2%、伊豆半島地域の減少率は△7.3%となっている。



Shizuoka Prefecture県内各地域別の人口推移
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県内各地域別の人口推移（1985年を100とした時の指数）

伊豆半島 東部地域 中部地域 西部地域

出典： 国勢調査による市町村別人口の集計（1985～2020年）
            国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」市町村別推計値（2025～2050年）
伊豆半島：（５市５町）熱海市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町

東部地域：（６市４町）沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市、裾野市、函南町、清水町、長泉町、小山町

中部地域：（５市２町）静岡市、島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町

西部地域：（７市１町）浜松市、磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、御前崎市、菊川市、森町

○県内各地域別の人口推移を比べると、西部地域の減少が最も緩やかで、伊豆半島の減少が最も大きい。



Shizuoka Prefecture県内各地域別の高齢化率の推移
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出典： 国勢調査による市町村別人口の集計（1985～2020年）
            国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」市町村別推計値（2025～2050年）
伊豆半島：（５市５町）熱海市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町

東部地域：（６市４町）沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市、裾野市、函南町、清水町、長泉町、小山町

中部地域：（５市２町）静岡市、島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町

西部地域：（７市１町）浜松市、磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、御前崎市、菊川市、森町

○県内各地域別の高齢化率の推移を比べると、西部地域が最も低く、伊豆半島が最も高い。



Shizuoka Prefecture伊豆半島と県外他地域の人口推移
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出典： 国勢調査による市町村別人口の集計（1985～2020年）
            国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」市町村別推計値（2025～2050年）

伊豆半島：（５市５町）熱海市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町

能登半島：（石川県５市７町）七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋市、かほく市、津幡町、内灘町、志賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町、能登町、（富山県１市）氷見市

○伊豆半島と県外他地域の人口推移を比べると、県外他地域と概ね同じような推移が予測されている。



Shizuoka Prefecture県の世帯類型の推移
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出典：「日本の世帯数の将来推計（都道府県推計）（平成31年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）を基に日本総研作成 
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▶ 一般世帯数総数の推移（静岡県） ▶ 各世帯類型が全体に占める割合推移

○県内の世帯類型の推移を見ると、人口とあわせて世帯総数も減少傾向となる見込み。

○世帯類型の割合は、単独世帯のみ増加傾向であるが、核家族世帯も引き続き高い割合を推移すると見込まれている。



Shizuoka Prefecture県の65歳以上世帯の推移
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○世帯主65歳以上の世帯が全世帯に占める割合は、2035年に約45％、2040年に約48％を占めると見込まれている。

○今後増加する単独世帯について見ても、2040年には65歳以上の単独世帯が約半数を占める見込みである。

出典：「日本の世帯数の将来推計（都道府県推計）（平成31年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）を基に日本総研作成 



Shizuoka Prefecture県内総生産の産業別構成比

18出典：静岡県　令和４年度静岡県の県民経済計算（速報）

国内総生産の産業別構成比（令和４年度）

出典：内閣府「2023年度（令和5年度）国民経済計算年次推計
　　　　　　　　　経済活動別の国内総生産・要素所得」

○県内総生産の産業別構成比を見ると、全国に比べ製造業の割合が大きい。
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　　　　「その他のサービス業」を含む

備考２：総額は経済活動別付加価値の合計



Shizuoka Prefecture県内地域別経済構造

19出典：静岡県　令和３年度しずおかけんの地域経済計算

○伊豆半島地域：製造業の割合が小さく、サービス業の割合が大きい。

○東部地域、中部地域：県の構成に近い。
○西部地域：他地域に比べ製造業の割合が大きい。
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　　　　「その他のサービス業」を含む
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Shizuoka Prefecture製造品出荷額等の県内地域別・産業分類別金額及び割合（令和2年度）

20

○県内地域別に見ると、東部・伊豆は化学工業、中部は電気機械、西部は輸送用機械の出荷額が最も多い。



Shizuoka Prefecture輸出の状況

21

○清水税関支署管内の輸出額を見ると、全品目の米国向け輸出額は23.1%、輸送用機器では18.1%となっている。



Shizuoka Prefecture県内総生産と一人当たり県民所得

22出典：内閣府「県民経済計算　統計データ一覧」を基に日本総研作成

○県内総生産は、近年、名目値・実質値ともにほぼ同水準で推移（物価水準が安定）。
　一人当たり県民所得は、300～340万円台の範囲で推移し（ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ時を除く）、令和４年度に3,581千円を記録
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Shizuoka Prefecture県の地域別総生産

23出典：静岡県　令和３年度しずおかけんの地域経済計算

○総生産（GDP）は、西部地域が6兆4,217億円で最大（表１）。
○経済成長率は年度毎に変動が見られる（表２）。

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021



Shizuoka Prefecture県の製造品出荷額等
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出典：総務省・経済産業省　経済センサス-活動調査／経済構造実態調査

○本県の製造品出荷額等は、全国平均を上回り、類似府県と比べても上位に位置している。



Shizuoka Prefecture県の地域別産業分類別従業者数
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位：人）

産業分類　　　　　　　　　
静岡県 伊豆半島地域 東部地域 中部地域 西部地域

従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比

第１次産業 A 農業，林業 9,337 0.5% 681 0.6% 2,350 0.5% 1,839 0.3% 4,467 0.7%

　 B 漁業 1,735 0.1% 168 0.2% 335 0.1% 843 0.1% 389 0.1%

第２次産業 C 鉱業，採石業，砂利採取業 431 0.0% 28 0.0% 39 0.0% 163 0.0% 201 0.0%

　 D 建設業 102,701 5.5% 7,488 7.0% 25,623 5.4% 35,018 6.0% 34,572 5.1%

　 E 製造業 441,008 23.8% 7,636 7.1% 116,989 24.4% 116,985 20.0% 199,398 29.3%

第３次産業 F 電気・ガス・熱供給・水道業 7,428 0.4% 415 0.4% 1,472 0.3% 2,970 0.5% 2,571 0.4%

　 G 情報通信業 20,605 1.1% 522 0.5% 4,473 0.9% 10,319 1.8% 5,291 0.8%

　 H 運輸業，郵便業 96,380 5.2% 3,112 2.9% 26,733 5.6% 33,939 5.8% 32,596 4.8%

　 I 卸売業，小売業 315,886 17.0% 18,101 16.9% 79,356 16.6% 109,912 18.7% 108,517 15.9%

　 J 金融業，保険業 35,870 1.9% 1,430 1.3% 9,201 1.9% 14,108 2.4% 11,131 1.6%

　 K 不動産業，物品賃貸業 35,453 1.9% 3,387 3.2% 8,652 1.8% 12,214 2.1% 11,200 1.6%

　 L 学術研究，専門・技術サービス業 51,478 2.8% 1,530 1.4% 16,310 3.4% 16,497 2.8% 17,141 2.5%

　 M 宿泊業，飲食サービス業 142,919 7.7% 23,096 21.5% 35,092 7.3% 38,812 6.6% 45,919 6.7%

　 N 生活関連サービス業，娯楽業 63,405 3.4% 5,293 4.9% 17,978 3.8% 18,116 3.1% 22,018 3.2%

　 O 教育，学習支援業 91,427 4.9% 4,934 4.6% 22,566 4.7% 29,836 5.1% 34,091 5.0%

　 P 医療，福祉 225,219 12.2% 17,489 16.3% 56,225 11.7% 72,621 12.4% 78,884 11.6%

　 Q 複合サービス事業 13,784 0.7% 1,338 1.2% 2,757 0.6% 3,778 0.6% 5,911 0.9%

　 R サービス業(他に分類されないもの) 148,982 8.0% 7,125 6.6% 37,896 7.9% 51,179 8.7% 52,782 7.8%

　 S 公務（他に分類されるものを除く） 48,920 2.6% 3,490 3.3% 14,601 3.1% 17,050 2.9% 13,779 2.0%

出典：静岡県　令和３年経済センサス－活動調査

○東部、中部、西部は製造業の従業者が多く、伊豆半島地域は宿泊業、飲食サービス業の従業者が多い。



Shizuoka Prefecture県の有効求人倍率
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出典：厚生労働省　一般職業紹介状況（職業安定業務統計）

○本県の有効求人倍率は、全国平均を上回り推移していたが、リーマンショックを契機に2009年以降は
　全国平均並で推移。



Shizuoka Prefecture県の地域別有効求人倍率
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【有効求人倍率】

【静岡】静岡市葵区、駿河区

【沼津】沼津市、御殿場市、裾野市、清水町、長泉町、小山町

【三島】熱海市、三島市、伊東市、伊豆市、伊豆の国市、函南町

【富士】富士市

【焼津】焼津市、藤枝市

【掛川】掛川市、御前崎市、菊川市

【島田】島田市、牧之原市、吉田町、川根本町

【磐田】磐田市、袋井市、森町

【富士宮】富士宮市

【浜松】浜松市、湖西市

※【安定所名】管内

【県平均】

【清水】静岡市清水区

【下田】下田市、賀茂郡

○公共職業安定所管内別の有効求人倍率（パート労働者含む）は、下田職業安定所管内、静岡職業安定所管内が
　高い水準で推移。

出典：静岡労働局職業安定課　「職業安定業務統計資料」より事務局作成



Shizuoka Prefecture県の完全失業率
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出典：総務省　社会・人口統計体系

○本県の完全失業率は、全国平均を下回り推移している。他府県と同様、リーマンショックを契機に上昇したが、
　その後改善が続いている。



Shizuoka Prefecture県の雇用人員判断D.I.　※「過剰」－「不足」

29出典：日本銀行静岡支店　企業短期経済観測調査
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○人手の過不足感を表す指標である「雇用人員判断 D.I.」を見ると、2021年以降、全産業、製造業、非製造業
　はいずれも不足感が高まっており、特に非製造業の不足感が高くなっている。



Shizuoka Prefecture道路ネットワークの主な整備箇所（2022～2025年度）

30出典：美しい“ふじのくに”のみちづくり



Shizuoka Prefecture県の河川の状況

31出典：静岡県河川ナビゲーション
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Shizuoka Prefecture県の港湾の状況

32出典：静岡県ホームページ



Shizuoka Prefecture県の医療の状況
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圏域 病院数 既存病床数
賀茂 6 722 

熱海伊東 6 1,047 
駿東田方 41 5,871 

富士 12 2,538 
静岡 22 5,875

志太榛原 11 3,169
中東遠 14 2,757
西部 26 6,684
県計 138 28,563

賀茂

駿東田方
熱海伊東

富士

静岡

西部

志太榛原

中東遠

出典：静岡県保健医療計画に基づく病院数及び病床数、静岡県病院名簿をもとに事務局作成（2025年4月1日現在）

○一般病床、療養病床を持つ病院数は138施設、既存病床数は28,563床である。

○一般病床、療養病床

区分 病院数 既存病床数
精神 39 6,320 
結核 5 92 

感染症 10 48 

○精神病床、結核病床、感染症病床
　（全県で一圏域）

静岡県立静岡がんセンター

順天堂大学医学部
附属静岡病院

富士市立中央病院

浜松医療
センター

静岡県立
総合病院

静岡市立
静岡病院

静岡済生会
総合病院

藤枝市立
総合病院

磐田市立
総合病院

掛川市・袋井市病院企業団立
中東遠総合医療センター

(社福)聖隷福祉事
業団総合病院聖隷
浜松病院

(社福)聖隷福祉事
業団総合病院聖隷
三方原病院

浜松医科大学
医学部附属病院



Shizuoka Prefecture県の一般診療所数及び病院数の状況

34

○本県の各２次保健医療圏における人口10万人当たりの一般診療所数及び病院数は、全国と比較して少ない傾向
　にある。

出典：第９次静岡県保健医療計画

人口：住民基本台帳（2021年１月１日現在）
医療施設数：医療施設調査（2020年10月１日現在）



Shizuoka Prefecture県の医師数の状況

35

○各２次保健医療圏における人口10万人当たりの病院医師数は、全国や他の圏域に比べ大きく不足している医療
　圏がある。一般診療所医師数は、県内いずれの圏域においても全国と比較して大きな差はない。

出典：第９次静岡県保健医療計画

人口：住民基本台帳（2021年１月１日現在）
医師数：医師・歯科医師・薬剤師統計（2020年12月31日現在）



Shizuoka Prefecture地方財政の果たす役割

36
出典：地方財政審議会　「今後目指すべき地方財政の姿と令和７年度の地方財政への対応等についての意見」

○国民生活に密接に関連する行政は、その多くが地方公共団体の手で実施されている。

○その結果、政府支出に占める地方財政のウェートは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで56%となっている。



Shizuoka Prefecture地方交付税による財源保障・財源調整の状況

37
出典：地方財政審議会　「今後目指すべき地方財政の姿と令和７年度の地方財政への対応等についての意見」

○本県財政に占める地方税割合は60%超であり、割合が高い方から数えて全国７番目に位置している。

出典：総務省ホームページ



Shizuoka Prefecture地方財政の借入金残高の状況

38
出典：地方財政審議会　「今後目指すべき地方財政の姿と令和７年度の地方財政への対応等についての意見」

○地方（都道府県＋市区町村）の借入金残高は、令和６年度に179兆円と見込まれており、ＧＤＰに対する割合は
　29.1%となっている。


